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子供たちの文化芸術鑑賞・体験機会の拡充について（通知） 

 

 

平素より文化芸術の振興にご理解・ご協力を賜り誠にありがとうございます。 

文化庁では、これまでも子供たちが気軽に芸術文化活動に触れる機会を設けることによ

り、幼い頃から本物の文化芸術に触れ、豊かな情操を涵養することを推進してまいりまし

た。 

しかしながら、令和２年以降、新型コロナウイルス感染症の感染拡大等の影響を受けま

して、教育現場における子供たちの芸術文化活動の鑑賞・体験機会が減少しています。 

こうした状況下においても、地域の感染状況を踏まえ、また、新型コロナウイルス感染

症の感染拡大予防措置を十分に講じることを前提として、子供たちの文化芸術鑑賞・体験

の機会を確保することが重要であると考えられます。 

 

この度、第204回通常国会において成立した令和２年度補正予算（第３号）において、

「子供の文化芸術の鑑賞・体験等総合パッケージ」として、総合的に子供たちの文化芸術
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鑑賞・体験機会を確保するための事業が新規に措置されました。 

 

教育関係者におかれましては、本事業が、子供たちが本物の文化芸術活動に触れること

の重要性及びコロナ禍において、そうした機会が減少している現状を斟酌され、地域の感

染状況や活動の内容も踏まえ、感染症対策を工夫いただき、可能な限り積極的に本事業を

活用いただきますようお願い申し上げます。 

なお、より具体的な制度設計等については、文化庁ホームページに公開いたしますので

ご確認ください。 

 

都道府県教育委員会におかれては、所管の学校（専修学校・各種学校を含む。以下同

じ。）及び社会教育施設その他の教育機関並びに域内の市町村教育委員会（指定都市教育

委員会を除く。）に対して、指定都市教育委員会におかれては所管の学校及び社会教育施

設その他の教育機関に対して、都道府県知事及び構造改革特別区域法第12条第１項の認定

を受けた地方公共団体の長におかれては所轄の学校及び学校法人等に対して、附属学校を

置く国立大学法人及び附属学校を置く公立大学法人にあっては附属学校に対して、この旨

を周知くださるようお願いいたします。 

 

記 

 

子供の文化芸術の鑑賞・体験等総合パッケージは、以下の３つの事業から構成されるも

のであり、それぞれの事業趣旨等については以下のとおりです。１）及び２）はコロナ禍

において学校、公民館や文化会館等で行う文化芸術の鑑賞・体験等を新たに提供すること

を目的とし、３）は我が国及び地域の中核となる劇場・音楽堂等の文化施設において行わ

れる本物の文化芸術公演を、子供たちが無償で鑑賞できるようにすることを目的としてお

ります。 

なお、本通知に基づき事業を活用いただくに当たっては、新型インフルエンザ等特別措

置法（平成24年法律第31号）に基づく「新型コロナウイルス緊急事態宣言（以下「緊急事

態宣言」という。）の期間中は、緊急事態宣言の対象区域における施は原則として避けて

頂くようお願いいたします。 

緊急事態宣言の対象区域外の学校等による事業の活用に当たっては、各学校等において、

「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル」を踏まえて、地

域の感染レベルに応じた感染症対策が適切にとられているか改めて確認の上、感染症対策

を徹底の上、令和３年度中を見通して、開催時期も含め検討くださいますようお願い申し

上げます。 
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１）文化芸術による子供育成総合事業 

 本事業は、国が文化芸術団体を選定し、小学校・中学校・特別支援学校等において舞

台芸術公演等の実施を支援する事業です。また、個人または少人数の芸術家が学校を訪

れ、講話や実技指導等を実施するなど、文化芸術への理解を広める活動を支援いたしま

す。 

 文化庁としては、将来的に、地方公共団体の自主事業等も含め、義務教育期間中に毎

年１回は、子供たちが文化芸術の鑑賞・体験の機会を享受することができる環境整備を

目指しています。事業は主に以下の４つの事業から構成されており、目的に応じてご活

用を検討ください。 

  ①巡回公演事業…国が一流の文化芸術団体を選定し、学校において実演芸術公演を

実施することを支援します。 

  ②合同開催事業…山間、へき地、離島など、鑑賞機会に恵まれない地域や小規模校

等の合同実施を支援します。 

  ③芸術家の派遣事業…個人又は少人数の芸術家が学校を訪れ、講話、実技披露、実

技指導を実施する事業です。 

  ④コミュニケーション能力向上事業…学校において、芸術家による表現手法を用い

た計画的・継続的なワークショップ等を実施することを支援する事業です。 

  

なお、令和２年度補正予算（第１号）「子供のための文化芸術体験機会の創出事業」

においては、文化庁が提示するプログラムを学校が選択する方式、または、それ以外に

も学校が自由にプログラムを希望する申請方式を実施したところですが、令和２年度補

正予算（第３号）においても同様の実施を検討しております。 

また、事業実施については新型コロナウイルス感染症の状況により、変更となる場合

があります。 

 

２）伝統文化親子教室事業 

 本事業は、次代を担う子供たちに対して、民俗芸能、工芸技術、邦楽、日本舞踊、茶

道、華道、囲碁、将棋などの伝統文化や生活文化等を計画的・継続的に体験・修得でき

る機会を提供することにより、伝統文化等を確実に継承・発展させるとともに、子供た

ちの豊かな人間性の涵養を図ることを目的とした事業です。そのため、組織的・広域的

に体験機会を提供する取組を支援することで、体験機会を享受することについての地域

偏在の解消、より多くの子供たちが体験機会を得られる環境を醸成していくとともに、

体験機会を早急に回復するための取組も推進することとしています。事業は以下の４つ
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から構成されており、目的に応じてご活用を検討ください。 

  ① 教室実施型…この事業は、伝統文化等に関する活動を行う団体等が実施主体と

なるものです。 

  ② 地域展開型…この事業は、地方公共団体が実施主体となるものです。地方公共

団体が知己の指導者や文化施設等と連携し、子供たちが地域の伝統文化や生活文

化等を体験できる機会を設ける事業を支援します。 

  ③ 統括実施型…この事業は、各分野を統括する団体が実施主体となるものです。 

 

なお、令和２年度補正予算（第３号）「子供たちのための伝統文化の体験機会回復事

業」においては、地方公共団体や関係団体が連携した実行委員会等が主として実施主体

となるものです。 

これらは、学校の授業・行事の一環として実施することはできませんが、放課後や週

末、夏休み等を利用して、放課後子供教室と連携することで、子供たちにとって伝統文

化等への理解を深めることが可能です。 

空き教室の提供や参加募集チラシの配布など、事業実施団体から相談があった際には

可能な範囲においてご協力のほど、よろしくお願いいたします。 

 

３）子供文化芸術活動支援事業（劇場・音楽堂等の子供鑑賞体験支援事業） 

本事業は、１８歳以下の子供たちが、我が国及び地域の中核となる劇場・音楽堂等の

文化施設で行われる本物の実演芸術に触れるため、公演料金の無料化促す舞台公演を支

援するものです。 

劇場・音楽堂等での、公演の主催者に対し、子供のチケット代に加え、公演に係る総

事業費の一部を国が負担することにより、子供たちの実演芸術に親しむことができる拠

点づくりを推進いたします。 

本事業による子供サービスを行う公演は、文化庁のウェブサイトを通じて広く発信い

たしますので、学校やご家庭への周知のほど、よろしくお願いいたします。 

 

 【添付資料】 

別添１ 子供の文化芸術の鑑賞・体験等総合パッケージの概要 

別添２ 文化芸術による子供育成総合事業の概要 

別添３ 伝統文化親子教室事業（子供たちのための伝統文化の体験機会回復事業）の概

要 

別添４ 子供文化芸術活動支援事業（劇場・音楽堂等の子供鑑賞体験支援事業） 
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＜本件担当＞ 

１）文化芸術による子供育成総合事業について 

担当部署：文化庁参事官（芸術文化担当）学校芸術教育室 

担当者：中臺、高崎 

TEL：03-6734-2835 

E-mail：artedu@mext.go.jp 

２）伝統文化親子教室事業について 

担当部署：文化庁参事官（文化創造担当） 

担当者：光石、後藤 

TEL：075-330-6730 

E-mail：oyakokyoshitsu@mext.go.jp 

３）劇場・音楽堂等の子供への実演芸術の鑑賞・体験機会の支援について 

担当部署：文化庁企画調整課 

担当者：堀、五十嵐 

TEL：03-6734-3143 

E-mail：b-sisetu@mext.go.jp 



① 施策の目的

② 施策の概要

③ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

④成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

新型コロナウイルス感染症の影響下において、学校内外で子供たちが文化芸術の鑑賞や体験・修得をする機会が多く失われてし
まっている。このため劇場・音楽堂や学校等、様々な場所で子供が伝統文化や実演芸術等の多様な文化芸術の鑑賞・体験等が享
受できる機会を提供する。

コロナ禍において子供たちが劇場・音楽堂や学校等で多様な文化芸術の鑑賞・体験等が享受できる機会を提供する。

子供の文化芸術の鑑賞・体験等総合パッケージ

１．コロナ禍において学校、公民館や文化会館等で行う文化芸術の鑑賞・体験等を新たに提供する。
２．地域の中核となる劇場・音楽堂等で行う、子供たちの実演芸術の鑑賞・体験等を支援する。

○学校教育活動における新型コロナウイルス感染症の拡大防止
・複数回公演を実施することによる３密回避
・オンラインでの開催 等

○子供の資質向上とそれに伴う文化芸術活動の強化
・豊かな創造力・想像力を育成
・将来の芸術家や観客層を育成し、優れた文化芸術活動の
発展や需要喚起につなげる
・伝統文化等の継承・発展

○体験・修得機会や広報等のデジタル化の推進
・オンライン教室等の実施環境が組織的・広域的に展開

①子供への文化芸術鑑賞・体験機会の提供

実施主体：優れた文化芸術団体、自治体と関係団体が連携する実行委員会等

実施内容：実演芸術等（オーケストラ、児童演劇、能楽等）、

伝統文化等体験・修得の教室の実施

実施場所：小・中学校等の体育館、公民館、文化会館等

②劇場・音楽堂等の子供への実演芸術の鑑賞・体験への支援

国

小・中学校等

委託等

公民館・文化会館等

民
間
団
体
等

再委託等 実施

実施主体：劇場・音楽堂等

実施内容：実演芸術等（オーケストラ、児童演劇、能楽等）のプログラム

実施場所：劇場・音楽堂等

劇場・音楽堂等

委託

補助

文化芸術団体補助

劇場・音楽堂等

舞台公演
国

民間団体等

補助対象者：劇場・音楽堂等、文化芸術団体（補助率：１／２）

補助内容：劇場・音楽堂等の子供向けの公演事業等への支援

芸
術
団
体
、

実
行
委
員
会
等

事務局

・子供のための文化芸術鑑賞・体験支援事業
・子供たちのための伝統文化の体験機会回復事業

・子供文化芸術活動支援事業（劇場・音楽堂等の子供鑑賞体験支援事業）

令和２年度第３次補正予算額 ４０億円 別紙１



豊かな創造力・想像力を育成
新型コロナウイルス感染症拡大防止
複数回公演を実施することによる３密回避

将来の芸術家や観客層を育成し、
優れた文化芸術の創造につなげる

新型コロナウイルス感染症の影響下において、学校内外で子供たちが文化芸術の鑑賞や体験・修得をする機会が多く失われ
てしまっている。このため学校等において実演芸術等をはじめとする多様な文化芸術の鑑賞・体験が享受できる機会を提供
する。

子供のための文化芸術鑑賞・体験支援

子供のための文化芸術鑑賞・体験支援事業 令和２年度第３次補正予算額 ２３億円

新型コロナウイルス感染症の影響によって、今年度実施出来なかったオーケストラ、児童劇等の鑑賞・体験教室に
ついて、文化芸術団体等に協力を依頼し、地域や学校規模等に関係なく、多くの学校等で実施することにより、コ
ロナ禍における新たな日常の中で子供たちが質の高い文化芸術に触れる機会を提供する。

■ 今年度新型コロナウイルス感染症の影響等により、感染症拡大への不安等の理由で、文化芸術鑑賞・体験等の取り組
みが実施出来なかった学校が多くあり、新型コロナウイルス感染症対策として、3密を避けるための複数回での実施を確保す
ることで、学校及び保護者が安心して子供たちが文化芸術の鑑賞・体験を享受できる機会を提供する。

趣 旨

事業概要

国
小・中学校・
特別支援学校等

委託等

民
間
団
体
等

再委託等 実施

芸
術
団
体
、

ア
ー
テ
ィ
ス
ト
等

スキーム図
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子供たちのための伝統文化の体験機会回復事業 令和２年度第３次補正予算額 ６億円

コロナ禍において、次代を担う子供たちに対して、伝統文化や生活文化等を計画的・継続的に体験・修得できる機会を提供し、
伝統文化等を確実に継承・発展させるとともに、子供たちの豊かな人間性の涵養を図る。

趣 旨

事業例

自治体自治体

公民館

博物館

文化
協会

NPO
法人

Ａ教室

B教室

J教室

･･･

連携

事業概要

支援内容

新型コロナウイルス感染症により、伝統文化親子教室の参加の機会が失われた子供たちの体験・修得の機会を早急に回
復するための事業を支援する。

・関係団体や自治体などが連携した実行委員会等による事業の実施を支援
・指導者個人では難しいオンラインでの指導等を広域的に行う教室など、これまでの実施形態に限らない様々な取組を支援等

文化
団体

・感染症防止対策が十分にできないことから指導者が教室の回数や規模
を縮小した
・指導者が高齢のため、オンライン教室などの実施ができなかった

・時間割の変更や長期休みの短縮などで子供たちが教室に参加できな
かった など

コロナ禍による影響
・伝統文化等に接する機会が失われた子供
たちの体験・修得の機会の早急な回復

・伝統文化等を体験・修得できる機会を提
供することが出来る関係団体による、早急
かつ効率的な教室の実施

・オンライン教室を含め、組織的・広域的に
展開できる体制

が必要伝統文化を体験・修得する機会が失われている

別紙３



○ Ｒ３年度（初年度）の事業規模としては、全国概ね100公演を想定。
（約10億円(新規)）
○ なお、子供鑑賞無償の本物の文化芸術公演を行う劇場・音楽堂等を全国へ大幅拡充し
ていくため、子供のチケット代に加え、文化施設の運営対象経費の一部を補助。

○ 子供たちに本物の文化芸術公演を鑑賞する機会を提供するため、劇場・音楽堂等
で行われる舞台公演を支援する。

子供文化芸術活動支援事業
(劇場・音楽堂等の子供鑑賞体験支援事業）

○ 我が国及び地域の中核となる劇場・音楽堂等の文化施設及び家族連れ向け公演の実
績のある文化芸術団体を支援の対象とする。

○ 子供が無料で公演を鑑賞することができるよう、当該公演を実施するための費用を支援す
る。
※ 支援の要件として、子供も鑑賞できる公演としての適格性を確保することを条件とし、併せて、公
演の実施に際しては新型コロナウイルス感染症拡大予防ガイドラインに沿った感染拡大予防措置を
十分に講ずるものとする。

支援の対象

事業の規模

事業の概要

令和２年度第３次補正予算額 10億円（新規） 別紙４


